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ど
も

の
成

長
段

階
と
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計
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庭
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経
済

的
・

社
会

的
状

況
の

格
差

の
影

響

・
経

済
的

状
況

と
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困
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約
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。
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約
3
.6

万
人

( 7
.3

%
))

博
士

3
千

人
増

(約
0
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を
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平成23年度予算額 学校運営支援事業等の推進 166百万円（300百万円）の内数

高等学校教育改革の推進

「質の高い教育」を提供する理念のもと、すべての人にとって適切かつ最善な教育が保障されるよう、
高等学校教育の改善・充実を図るため、高等学校教育改革の検証を通じた教育の質の向上を図る。

高等学校教育改革研究協議会 1,014千円（2,221千円）

高等学校を取り巻く状況の変化に対応し、生徒や保護者、地域、社会のニーズに応じた高等学校づくりを
進めるとともに、高等学校教育の改善・充実や質の向上を図るため、各都道府県における先進的な取組事
例、検討状況について情報交換及び協議等を実施し、高等学校教育改革の一層の推進を図る。

定時制課程・通信制課程の在り方に関する
調査研究

学校運営支援事業等の推進（166百万円）の内数

産業界、地域社会、大学等との連携協力のもと、
社会や生徒のニーズに応じた定時制課程・通信制
課程の在り方について調査研究を行い、その改善・
充実を図る。

高等学校の総合学科の在り方に関する
調査研究

学校運営支援事業等の推進（166百万円）の内数

高等学校の総合学科における成果と課題につい
て検証することを通じて高等学校教育の質の向上
に資するための調査研究を行い、その改善・充実
を図る。
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○長浜バイオ大学
地元経済界と連携し、実践的な就業力育成のための授業を実施する。
（例）
・実際に企業が経済活動で経験した課題やその折衝場面を取上げたＯＪＴ授業
・地元企業のみならず地域住民とも連携し、新たな事業を企画・提案するするＰＢＬ型授業の推進

○金沢工業大学
従来のキャリア教育を就業力育成の観点から再構築し、様々な支援体制と有機的な連携を図る。
（例）
・卒業生、企業、在学生に対して各種アンケートを実施し、キャリア教育の改善に反映
・学習履歴・目標や教員の指導等の記録を、就業力育成・社会人基礎力育成の観点から見直し、学生の就業力を可視化できる全学的システムを新た
に開発

・問題発見解決型、産学連携型、地域連携型などのプロジェクト教育を就業力の観点から再構築

平成２３年度予算額２９億円（平成22年度予算額30億円）

● 支援期間● 選定件数 １８０件 ５年間 ● 財政支援 ２千万円以内

○ 極めて厳しい雇用情勢の下、学生の卒業後の職業への移行を支援するため、学生の就業力の向上を図る教育プログラムの開発が各大学に求め

られている。
○ 中教審大学分科会の審議においても、大学の機能別分化のひとつとして、幅広い職業人養成に比重を置く大学づくりが挙げられている。

○ 平成２２年２月に大学設置基準等を改正し、教育課程内外を通じた「社会的・職業的自立に向けた指導等」を制度化している。（平成２３年４月施行）

背景・課題

○ 本事業は、大学・短期大学において、大学内組織の有機的な連携による全学的な体制の下、入学から卒業までの間、実学的専門教育を含む体系
的な指導を行うことを通じて、学生の卒業後の社会的・職業的自立が図られるよう、大学の教育改革の取組を継続して支援する。

事業内容

具体の取組例
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女性のライフプランニング支援総合推進事業
（前年度予算額 １７，５０８千円）
２３年度予定額 １０，１０８千円

【背景】男女雇用機会均等法、ワーク・ライフ・バランスに関する憲章・行動指針等の整備が進み、働き方を含め女性の生涯を通じた選択は多様化しているが、女性
の労働力率は30歳代を底とするＭ字カーブを描いており、結婚、妊娠、出産等のライフイベントを機に就業を中断するケースが多い。（特に出産を機に約６割の女性
が退職している。）また、非正規雇用について、男性は全体の約18％であるのに対し、女性は約53％という状況。

【事業】

ライフプランニングとは、従来の「キャリアプランニング／キャリアデザイン」にライフイベント（結婚・妊娠・出産等）を織り交ぜたもの。

“若者への支援の必要性”
・学校で受けた支援は「職種に関する情報提供」が最も多いが、受けたかった
支援では、「女性の継続就業・離職・再就職等をめぐる現状についての情報
提供」が最も多く、要望とのギャップがある。

・社会教育学級・講座開催状況は、青少年を対象とした講座が全体の約21％
程度となっている。特に、「男女共同参画・女性（女性の生き方を考える講座）
問題」をテーマとした講座は全体で526件あるが、青少年対象とした講座は０件。

【現状】
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既
婚

子
ど

も
な

し
既

婚
子

ど
も

が
３

歳
以

下
既

婚
子

ど
も

が
４

・５
歳

既
婚

子
ど

も
が

6～
11

歳
既

婚
・子

ど
も

が
12

歳
以

上

正社員

働いていない

ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ

在宅・内職
契約・派遣等

自営・家族従業等その他

〈希望〉 〈現実〉

Ⅰ．女性のライフプランニング支援総合推進委員会

○若者を対象としたライフプランニング支援に関する在り方及び事業成果の普及・啓発の検討
若者が情報収集手段として主に利用するインターネットを媒体として、人生の各段階において直面する
課題や、女性の置かれている現状とその課題解決に役立つ制度・相談先等の情報を整理し提供する。

○先進的事例に関する情報収集
地方公共団体や民間団体などのライフプランニングを支援するような活動について情報収集を行う。

Ⅱ．ウーマン・ライフプランニング・ワークショップ

男女共同参画センター等の関係者が集まり、ライフプランニング支援の普及・啓発を行うほか、互い取組内
容について情報交換をする。

学校教育・社会教育の中で十分に学習の機会が提供されていないライフステージに応じた働き方の希望と現実のギャップ

女性がライフイベントを

視野に入れ、長期的
な視点で人生設計
（ライフプランニン
グ）を行い、その能力を

発揮しつつ主体的に働
き方・生き方を選択
することを可能にす

る。

ライフプランニング支援に関する情報提供及び各地域の取組の共有化

女
性
の
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
支
援

総
合
推
進
事
業
成
果
を
反
映

“国の動向”
〈第11分野「男女共同参画を推進し多様な選択を可能にする教育・学習の充実」〉
２ 多様な選択を可能にする教育・能力開発・学習機会の充実
「・・・男女共同参画の視点を踏まえたキャリア教育を含む生涯学習・能力開発
を推進する。」

「第3次男女共同参画基本計画策定に当たっての基本的な考え方」（H22.7.23）より
資料：内閣府男女共同参画局「女性のライフプランニング支援に関する調査」平成19年３月
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○
子

ど
も
と
親

の
相

談
員

２
６
４
校

児
童

が
悩

み
や

不
安

を
気
軽
に
相
談
で
き
る
話
相

手

○
生

徒
指

導
推

進
協

力
員

６
６
校

非
行
行
為
の
早
期
発
見
、
緊

急
時
の

対
応

児
童

生
徒

の
臨
床
心

理
に
関
し
て

高
度

に
専

門
的

な
知

識
及
び
経

験
を
有

す
る
者

・
児

童
生

徒
へ

の
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ

・
教

職
員

に
対

す
る
助

言
・
援

助
・
保

護
者

に
対

す
る
助

言
・
援

助

中
学

校
へ

の
配
置

9,902
校

小
学

校
へ

の
配

置
10,000

校
→

  12,000
校

緊
急

支
援

派
遣

198
校

「
子

ど
も
と
親

の
相

談
員

等
の

配
置

」
事

業
ス
ク
ー
ル

カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
事

業

助
言

・
援

助
助

言
・
援

助

ス
ク
ー
ル

カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
等

活
用

事
業

平
成

２
３
年

度
予

算
額

学
校

・
家

庭
・
地

域
の

連
携

協
力

推
進

事
業

9, 450
百

万
円

の
内

数
（
前

年
度

予
算

額
13,093

百
万
円
の
内
数
）

教
職

員
家

庭
（
保

護
者

）

ス
ク
ー
ル

ソ
ー
シ
ャ
ル

ワ
ー
カ
ー
活

用
事

業
平

成
２
３
年

度
予

算
額

学
校

・
家

庭
・
地

域
の

連
携

協
力

推
進

事
業

9,450
百

万
円

の
内

数
（
前

年
度

予
算

額
13,093

百
万
円
の
内
数
）

【
校

内
体
制

づ
く
り
】

・
校
内
チ
ー
ム
体
制
の
構
築

・
教
職
員
の
サ
ポ
ー
ト

・
教
職
員
等
へ
の
研
修

な
ど

【
関

係
機
関
と
の
連
携
】

・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築

・
関

係
機

関
と
の

調
整

・
情
報
・
行
動
連
携

な
ど

電
話

相
談

事
業

・
２
４
時

間
体

制
で
の

教
育

相
談

を
実

施
６
６
県

市
・
全
国
統
一
ダ
イ
ヤ
ル

・
相

談
窓

口
紹

介
カ
ー
ド
の

作
成

・
配

布

相
談

相
談

相
談

相
談

相
談

小
学

生
中

学
生

ス
ク
ー
ル

ソ
ー
シ
ャ
ル

ワ
ー
カ
ー

教
育
と
福
祉
の
両
面
に
関
し
て
、
専
門
的
な
知
識
・
技
術
を
有
す
る
と
と
も
に
、

過
去
に
教
育
や
福
祉
の
分
野
に
お
い
て
、
活
動
経
験
の
実
績
等
が
あ
る
者

地
域

児
童

生
徒

家
庭

友
人

児
童

生
徒
が
置
か
れ
た
様
々
な

環
境

の
問
題
へ
の
働
き
掛
け

不
登

校
・
児
童
虐
待

い
じ
め
・
暴
力
行
為

等

児
童
相
談
所
、
福
祉
事
務
所

、
保

健
・
医

療
機

関
、
適

応
指

導
教

室
、

警
察
、
家
庭
裁
判
所

、
保
護

観
察
所

等

関
係

機
関

学
校

配
置

人
数

：
１
,０
９
６
人

補
助

事
業

者
：

都
道

府
県

・
指

定
都

市
・

中
核

市
補

助
率

：
１

／
３

補
助

率
：

１
／

３
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児
童

生
徒

を
取

り
巻

く
課

題
【
生

徒
指

導
】

暴
力
行
為
、
い
じ
め
、
不
登
校
、
自
殺
な
ど
、
児
童
生
徒
の
問
題
行
動
等
は
依
然
と
し
て
相

当
数
に
上
っ
て
お
り
、
憂
慮
す
べ
き
事
態
に
あ
る
こ
と
、
ま
た
、
問
題
行
動
等
が
複
雑
化
・
多
様

化
し
、
対
応
・
解
決
が
困
難
な
事
例
が
増
加
し
て
い
る
こ
と
な
ど
か
ら
、
生
徒
指
導
の
充
実
が

必
要
で
あ
る
。

【
進

路
指

導
】

近
年
の
産
業
構
造
、
雇
用
慣
行
の
変
化
等
に
よ
り
、
就
職
時
の
ミ
ス
マ
ッ
チ
の
拡
大
、
高
い

離
職
率
な
ど
の
問
題
が
生
じ
、
児
童
生
徒
が
将
来
の
生
活
や
社
会
人
と
し
て
の
生
き
方
を
描

く
こ
と
が
難
し
く
な
っ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
状
況
か
ら
、
児
童
生
徒
の
勤
労
観
・
職
業
観
を
育
成

す
る
キ
ャ
リ
ア
教
育
の
推
進
や
就
職
支
援
の
強
化
な
ど
の
進
路
指
導
の
充
実
が
強
く
求
め
ら

れ
て
い
る
。

実
践

地
方
自
治
体
等
に
お
い
て
、
各

対
応

策
を
実

践

検
証

・
改

善
成

果
普

及

実
践

・
検

証
を
踏

ま
え
各

対
応

策
を
改

善
し
、
モ
デ
ル

と
な
る
対

応
マ
ニ
ュ
ア
ル

や
プ
ロ
グ
ラ
ム
等

を
全

国
に
提

示
す
る
と
と
も
に
必

要
に
応

じ
て
施

策
立

案
、
制

度
改

正
等
を
実
施

生
徒
指
導
・
進
路
指
導
総
合
推
進
事
業

平
成

２
３
年

度
予

算
額

２
７
８
，
８
３
１
千

円
（
４
９
０
，
７
６
３
千

円
）

暴
力
行
為

対
策

不
登

校
対

策
自

殺
予

防
進

路
指

導
い
じ
め

対
策

児
童

生
徒

の
様

々
な
課

題
に
つ
い
て
、
各

委
員

会
に
お
い
て
対

応
策

を
調

査
研

究

成果普及

問題行動調査等により新たな課題の発見・抽出
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超
高
齢
社
会
に
お
け
る
生
涯
学
習
の
在
り
方
に
関
す
る
検
討
会

○
急
速
な
高
齢
化

○
家

庭
、
地

域
社

会
の

変
容

○
地

域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の

衰
退

○
つ
な
が
り
の
希
薄
化

高
齢

化
の

現
状

と
課

題

高
齢

者
教

育
の

現
状

と
課

題
に
つ
い
て
整

理
す
る
と
と
も
に
、
超

高
齢

社
会

に
お
い
て
プ
レ
高

齢
者

を
中

心
と
す
る
成

人
が

取
り
組

む
べ

き
学

び
の

あ
り
方

を
検

討

【
検
討

事
項
】

【
会
議
日
程
】

・
超
高
齢
社
会
の
現
状
及
び
課
題
の
整
理

・
全

6
回
を
予
定
（
平
成

23
年

9
月
～
平
成

24
年

3
月
）

・
超
高
齢
社
会
に
お
け
る
生
涯
学
習
の
在
り
方

【
検
討
会
委
員
】

・
生
涯
学
習
を
通
じ
た
高
齢
者
の
社
会
参
画
の
在
り
方

・
委
員

17
名
（
有
識
者

教
育
関
係
者

福
祉
関
係
者

・
そ
の
他

N
PO

法
人

民
間
企
業

行
政
機
関

等
）

「
超

高
齢

社
会

に
お
け
る
生

涯
学

習
の

在
り
方

に
関

す
る
検

討
会

」
の

設
置

2010
年

（5
人

に
1
人

）→
 2055

年
（2.5

人
に

1
人

）
65

歳
以

上
の

高
齢

者
の

割
合

○
限
ら
れ
た
学
習
機
会

（
学

習
者

の
固

定
化

）
○

学
習
内
容
の
ミ
ス
マ
ッ
チ

（
多

様
な
学

習
ニ
ー
ズ
）

○
社
会

参
画
へ
の
接
続
不
十
分

生
涯

学
習

の
現

状
と
課

題

高
齢

化
の

推
移

と
将

来
推

計
（
平
成

23
年
版

高
齢
社
会
白
書
）

○
絆
づ
く
り
、
生
き
る
力
、
社
会
参
画
に
つ
な
が
る
生
涯
学
習
の
環
境
整
備

○
高
齢
者
の
地
域
づ
く
り
へ
の
参
画
促
進

生
涯

現
役

社
会

に
向

け
た
総

合
的

な
学

習
環

境
づ
く
り
が

必
要

平
成

23
年

1
月

17
日

第
5
期
中
央
教
育
審
議
会
生

涯
学

習
分

科
会

「
生

涯
学

習
・
社

会
教

育
の

振
興

に
関

す
る
今

後
の

検
討

課
題

等
に
つ
い
て
」

○
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
等
に
応
じ
て
求
め
ら
れ
る
学
習
環

境
の
整

備
・
高

齢
者

を
対

象
と
し
た
学

習
機

会
の

充
実

を
は

じ
め
と
し
て
、
各

個
人

が
、
人

生
の

次
の

ス
テ
ッ
プ
に
踏

み
出

す
た
め
の
多
様
な
学
習
機
会
を
充
実
さ
せ
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

8



特 別 支 援 教 育 総 合 推 進 事 業

教育
労働

その他

福祉
医療

保健

教員研修（幼小中高）

外部専門家による巡回指導

相談支援ファイルの活用

地域住民への理解・啓発

研究・成果の普及

自立と社会参加に向けた指導・支援の充実・改善を
図るため、交流及び共同学習（特に、いわゆる居住
地校交流）の推進など、特別支援学校等において
実践的な研究及び成果普及等に取り組み、もって
特別支援教育の充実に資する。

特別支援教育推進のための実践
研究の実施・成果普及

特別支援学校等

特別支援連携協議会

保健、福祉、医療機関との連携

グランドモデル地域
【乳幼児期から成人期に至るまで一貫した支援】

特別支援教育推進地域（都道府県等）

～特別支援教育の理念～
障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援するという視点に立ち、幼児児童生徒一人一人の

教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するため、適切な指導及び必要な支援を行う。

特別支援教育推進のための体制整備

高等学校における発達障害
のある生徒への支援

就学指導・就学相談の充実

市町村教育委員会が中心とな
り、就学指導コーディネーター
等を活用した就学指導・就学相
談の充実

発達障害を含む全ての障害のある幼児児童生徒の支援のため、外部専門家による巡回指
導、各種教員研修、学生支援員の活用などを実施し、教育現場における特別支援教育の体
制整備を総合的に推進する。また、高等学校における発達障害のある生徒への支援体制を
強化する。

特別支援学校と小・中学校と
の交流及び共同学習の推進

教育課程の編成等についての
実践研究の推進
障害の重度・重複化や多様化への対
応、職業教育の改善、自閉症児への
対応等

センター的機能等

居住地の小・中学校との交流
及び共同学習の先進実践事例
の集積・提供

平成23年度予算額 ： 252,722千円 （ 前年度予算額 ： 304,979千円 ）
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